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事 務 連 絡 

平成 28 年 9 月 2 日 

各都道府県防災担当主管部局長 殿

内閣府 政策統括官（防災担当）付

参事官（調査・企画担当）

消防庁 国民保護・防災部防災課長

今後の水害等に備えた警戒避難体制の確保について

平素より、政府の防災行政の推進に格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

平成 27年 8月 19日付で通知した「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラ

イン」（以下「ガイドライン」という。）については、貴職を通じて市町村に周知してい

ただいたところです。 

今回の台風第10号による豪雨で、岩手県小本川が氾濫し、岩泉町の高齢者施設におい

て9名が亡くなる等、甚大な被害が東北・北海道で発生しました。 

今後も台風の上陸が予想されており、水害・土砂災害が発生するおそれがあることか

ら、貴職におかれましては、貴都道府県内の市町村に対して、ガイドラインを改めて周

知いただくとともに、下記について特に徹底をはかっていただくようお願いいたします。 

また、災害発生の危険性が高まった場合には、管内市町村において、適切な対応がと

られるよう、積極的な情報提供・助言をお願いいたします。 

なお、本事務連絡は現在の被害状況を踏まえて緊急的に発出するものであり、今

後、地域の実情を踏まえた各市町村の警戒避難体制の確保状況については、改めて

点検を要請する予定であることを申し添えます。 

記 

1. 気象警報等、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報、土砂災害警戒判定メッシュ

情報などの防災気象情報等を収集し、住民等に対し早い段階から確実な情報提供

を行うこと。

2. 避難場所については、避難勧告等発令時に円滑に避難できるよう、改めて事前に

住民等に周知すること。
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3. 避難勧告等については、気象情報、河川や海岸の水位情報、土砂災害警戒情報等

を活用し、空振りを恐れず躊躇なく発令するとともに、そのために必要な助言を

国の機関や都道府県に対して求めること。 

 

4. 避難勧告等の伝達に当たっては、防災行政無線（戸別受信機を含む同報系）、緊

急速報メールを始め、マスメディアとの連携や広報車・インターネット（ホーム

ページ、ＳＮＳ等）・コミュニティＦＭなどの多様な伝達手段を活用し、確実に

伝達すること。 

 

5. 避難勧告等の発令時に住民がとるべき適切な避難行動について、災害発生前から

周知すること。さらに、避難勧告等の発令時にも、別紙を参照し、住民や関係施

設に分かりやすく周知すること。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問合せ先）  

内閣府(防災担当)付参事官（調査・企画担当）付  

担当：多田、吉松  

電話：０３－３５０１－５６９３  

消防庁国民保護・防災部防災課  

担当：田中、和田  

電話：０３－５２５３－７５２５  
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別紙 

 

 

【 ガイドライン P19に二重下線を追記 】 

表 1 避難勧告等により立ち退き避難が必要な住民に求める行動 

 立ち退き避難が必要な住民等に求める行動 

避難準備情報 ・（災害時）要配慮者は、立ち退き避難する。 

・立ち退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気象情報、水位

情報等に注意を払い、自発的に避難を開始することが望ましい（避

難準備情報の段階から主要な指定緊急避難場所が開設され始め

る）。 

・特に、他の水災害と比較して突発性が高く予測が困難な土砂災害に

ついては、避難準備が整い次第、土砂災害に対応した開設済みの指

定緊急避難場所へ立ち退き避難することが強く望まれる。 
避難勧告 ・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ立ち退き避難する

（ただし、土砂災害や水位周知河川、小河川・下水道等（避難勧告

発令の対象とした場合）による浸水については、突発性が高く精確

な事前予測が困難であるため、指定緊急避難場所の開設を終える前

に、避難勧告が発令される場合があることに留意が必要である）。 

・小河川・下水道等（避難勧告発令の対象とした場合）による浸水に

ついては、危険な区域が地下空間や局所的に低い土地に限定される

ため、地下空間利用者等は安全な区域に速やかに移動する。 

・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしか

ねないと自ら判断する場合には、「緊急的な待避場所」（近隣のよ

り安全な場所、より安全な建物等）への避難や、少しでも命が助か

る可能性の高い避難行動として、「屋内での安全確保措置」（屋内

のより安全な場所への移動）をとる。 

避難指示 ・避難の準備や判断の遅れ等により、立ち退き避難を躊躇していた場

合は、直ちに立ち退き避難する。 

・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしか

ねないと自ら判断する場合には、近隣のより安全な建物等への避難

や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、屋内でもよ

り安全な場所へ移動する安全確保措置をとる。 

・津波災害から、立ち退き避難する。 
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【 ガイドライン P64に二重下線を追記 】 

 

 

＜避難勧告等の伝達文の例（水位周知河川）＞ 

1) 避難準備情報の伝達文の例 

■緊急放送、緊急放送、避難準備情報発令。 
■こちらは、○○市です。 
■○○川の水位が避難判断水位に到達したため、○時○分に○○地域の○○地区に○○

川に関する 避難準備情報 を発令しました。 
■○○地域の○○地区の方は気象情報を注視し、心配な場合、危険だと思う場合は、迷

わず避難して下さい。 
■高齢の方、障害のある方、小さい子供をお連れの方などは、予め定めた避難場所へ避

難してください。避難に助けが必要な方は、支援者と連絡を取り合うなどして避難し

て下さい。 
 

2) 避難勧告の伝達文の例 

■緊急放送、緊急放送、避難勧告発令。 
■こちらは、○○市です。 
■○○川の水位が氾濫のおそれのある水位に到達したため、○○時○○分に○○地域の

○○地区に○○川に関する 避難勧告 を発令しました。 
■○○地域の○○地区の方は、直ちに予め定めた避難行動をとってください。外が危険

な場合は、屋内の高いところに避難して下さい。 
 

3) 避難指示の伝達文の例 

■緊急放送、緊急放送、避難指示発令。 
■こちらは、○○市です。 
■○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため、○○時○○分に○○地域の○

○地区に○○川に関する 避難指示 を発令しました。 
■未だ避難していない方は、直ちに避難して下さい。外が危険な場合は、屋内の高いと

ころに避難して下さい。 
■○○地区で堤防から水があふれだしました。現在、浸水により○○道は通行できない

状況です。○○地区を避難中の方は大至急、最寄りの高層建物など、安全な場所に避

難してください。 
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